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親会社における当社の株式保有比率

１． 平成16年3月期の業績 （平成15年 4月 1日～平成16年 3月31日）
(１)　経営成績　

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
（ ） （ ） （ ）
（ ） （ ） （ ）

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
（ ） .
（ ） .

　　（注）　 ①
② 会計処理の方法の変更　　無
③ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)　配当状況

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
. . .
. . .

(3)  財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭
.
.

　　　（注）　 ① 株 株

② 株 株

(4)  キャッシュ・フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

２． 平成17年3月期の業績予想 （平成16年 4月 1日～平成17年 3月31日）

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭
.

. .

　　（参考） １株当たり予想当期純利益（通期）     

業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、
今後さまざまな要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。

（ＵＲＬ　ｈｔｔｐ：//ｗｗｗ.ａｏｋｉｍａｒｉｎｅ.ｃｏ.ｊｐ）

問 合 せ 先責 任者

代 表 者 役 職 名 代表取締役社長

中 間 期

役 職 名
氏 名

通 期 18,200 
11,000 

売 上 高

(金額：百万円未満切捨)

18 円 98 銭

6 0 0 6 0 0 250 160 

3,442 

氏 名 天 野 博 人
経理部長
松 田 一 磨

120 80 

投資活動による 財 務 活 動 に よ る

486 △ 444 

経 常 利 益 当 期 純 利 益

0 0 0 

－　　
30.6 6 0 0 50

1,506 

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金
中 間 期 末

現金及び現金同等物

キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー キャッシュ･フロー キャッシュ ･フロー 期 末 残 高

8,430,174

期 末 自 己株 式数 平成16年3月期 24,806 平成15年3月期 19,826

期末発行済株式数 平成16年3月期 8,425,194 平成15年3月期

811  5 3 
平成 16 年 3月期 14,871 
平成 15 年 3月期 13,201 6,841 51.8 

7,042 47.4 

0.7 

１株当たり株主資本

835  8 4 

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率

0.7 
平成 15 年 3月期 6 0 0 0 0 0 6 0 0 50

0 0 平成 16 年 3月期 6 0 0 0

配 当 性 向
株 主 資 本

中 間 期 末 （年　間） 配 当 率
１ 株 当 た り 年 間 配 当 金 配 当 金 総 額

－ △ 215 05 
期中平均株式数 8,428,495株平成16年3月期 平成15年3月期

1.2 
－ 19 59 2.4 3.5 2.1 

営 業 利 益

165 

当期純利益

中間配当制度の有無

経 常 利 益

総 資 本 売 上 高

52.4%
単元株制度採用の有無平 成 16 年 6 月 29 日

△80.6 375 
25.0 

株 主 資 本
当期純利益率 経常利益率 経常利益率

△23.4 2.4 

△ 424 
平成 16 年 3月期 1,892 

営 業 活 動 に よ る

平成15年 3月期 △ 619 

31.0 491 △26.4 
△16.5 △79.6 403 

504 

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

平成16年 3月期
△ 1,814 

当 期 純 利 益
１ 株 当 た り

平 成 16 年 5 月 21 日

売 上 高

定時株主総会開催日

決算取締役会開催日

親 会 社 名 青木あすなろ建設株式会社

平成 16 年 3月期　決算短信 (非連結)
青 木 マ リ ー ン 株 式 会 社 上 場 取 引 所

本社所在都道府県

平 成 16 年 5 月 21 日

上 場 会 社 名
コ ー ド 番 号

8,436,198株

431 

平成 16 年 3月期 23,779 
平成 15 年 3月期

平成15年 3月期

32,323 
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事業の系統図は次のとおりであります。

得 意 先

当 社

埋
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事
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棄

物

海

上

輸

送

等

埋
立
工
事
等
の
施
工
等

あすなろ建設㈱

親 会 社

㈱ 青 木 建 設

親 会 社

髙 松 建 設 ㈱

その他関係会社

　１． 企 業 集 団 の 状 況　　

なお、株式会社青木建設は平成16年４月１日付をもって同社の兄弟会社である、あすなろ建設株式会社と合併し、

青木あすなろ建設株式会社（存続会社あすなろ建設株式会社）となりました。

当社の企業集団は、当社、親会社2社及びその他関係会社等で構成され、建設事業を主体に事業活動を展開して

おります。

当社は、海上埋立工事の請負を中心に内航海運業を営んでおり、親会社である株式会社青木建設をはじめ他の

建設事業者等から工事を請負い、これをプッシャーバージシステムを駆使して施工しております。

当社の親会社は、株式会社青木建設及び松建設株式会社であり、髙松建設株式会社の子会社である株式会社

青木建設が当社の株式を4,429千株（議決権比率53.19％）を保有しております。
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（１）経営の基本方針

（２）利益配分に関する基本方針

（３）会社の対処すべき課題

（４）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況

今後ともこの姿勢を堅持し、顧客に満足していただける品質、価格、技術等の施工管理技術の提供にとどま

らず、トータル的な管理のできる信頼と存在感ある企業を目指してまいります。

当社は株主の皆様に対し、長期的に安定配当を維持することを経営の重要政策としており、経営環境や業

績動向等を勘案した利益還元を行うとともに、安定的な経営基盤を堅持するため内部留保の充実にも配慮して

いくことを基本方針としております。

　２．　経　　営　　方　　針　

今後の経済環境は、デフレ圧力が和らぎ、個人消費や雇用情勢に持ち直しの動きが現れる等緩やかながら

回復局面に転じておりますが、安定した成長軌道に乗るにはしばらく時間を要するものと思われます。

建設業界におきましては、民間の設備投資は増加する傾向にあるものの、公共投資は年々縮小され、限られ

た工事量を奪い合う生き残りをかけた熾烈な受注競争が展開されるものと推察されます。

当社は企業経営の基本的な使命を企業価値の継続的な向上と捉え、経営環境の変化に適切かつ迅速に対

応する意思決定を行い、透明性の高い経営を実現していくことを重要な経営課題の一つと位置づけておりま

す。

当社の取締役会は８名であり、その内２名は親会社である株式会社青木建設の取締役（商法上の社外取締

役）であり、取締役会は、経営の基本方針、その他重要事項の意思決定および業務執行の監督を行っておりま

す。

当社は、創業以来海上埋立工事のパイオニアとしてその地位を確立してまいりましたが、この間、常に埋立技

術の向上に努め、「よりよい仕事を より早く より安く より安全に」をモットーに、経営全般にわたり効率化を推

進してまいりました。

また、当社は監査役制度を採用しており、監査役は常勤監査役１名、社外監査役３名の体制で取締役会その

他の重要な会議に出席し、取締役の業務執行全般について厳格な監査を実施しております。

さらに、業務執行の監視の仕組みとしては、監査役による適法性の監査、会計監査人による会計監査のほ

か、内部監査部門を設け社内のチェック体制を充実し、必要に応じて弁護士意見を聴取する等、企業倫理・法

令遵守機能が働くよう努めております。

当社におきましても、安定的な工事量を確保できていた関西国際空港２期工事が最盛期を過ぎたことから今

後工事量の減少は避けられず、当社はこれに対処するため、蓄積した技術力をフルに発揮し、次なる大型埋立

工事の受注獲得に全社一丸となって取り組み、さらに一層の合理化を徹底してまいります。

また、経営改革の一環として執行役員制度を導入し、取締役会の活性化と取締役の経営戦略策定機能、業

務監督機能の強化を図るとともに、より迅速かつ的確に業務執行が行える経営体制を確立してまいる所存でご

ざいます。
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（１）当期の概況

（２）財政状況（キャッシュ・フロー）

（３）次期の見通し

投資活動によるキャッシュ･フローは、前期と比べ投資不動産売却等の収入により５千５百万円余増加し、４

億８千６百万円余の収入となりました。

財務活動によるキャッシュ･フローは、前期と比べ長期借入金等の返済により１千９百万円余減少し、４億４

千４百万円余の支出となりました。

　３.　経 営 成 績 及 び 財 政 状 態

このような情勢のなか、当社は施工中の大型空港埋立工事において保有船舶の稼働率の向上を図るととも

に徹底したコスト低減に努めてまいりました。

当期におけるわが国経済は、好調な輸出を背景に企業収益の改善や民間設備投資に支えられ、緩やかな

がら景気に回復の兆しが見え始めてまいりましたが、一方で雇用や所得環境の改善にまでは至らず、先行き

不透明感が拭えない状況で推移いたしました。

建設業界におきましては、民間の設備投資は回復基調にあるものの、公共投資の抑制による工事の絶対量

不足はますます顕著となり、企業間の価格競争は一段と激しくなってまいりました。

この結果、受注高は前期に比べ38.6％減の185億５千５百万円余となりました。主な受注工事は、関西国際

空港２期空港島埋立工事、神戸空港工事（ポートアイランド沖埋立工事（その２））であります。

売上高は、前期に比べ 26.4％減の 237億７千９百万円余となりました。主な完成工事は、関西国際空港２

期空港島埋立工事、神戸空港工事（ポートアイランド沖埋立工事（その２））であります。

一方、利益面につきましては、経常利益は前期に比べ31.0％増の４億９千１百万円余、当期純利益は１億６

千５百万円余となり前期の18億１千４百万円余の損失から大幅に改善することができました。

当期の営業活動によるキャッシュ･フローは、前期と比べ25億１千２百万円余増加し、18億９千２百万円余の

収入となりました。これは主に、税引前純利益の改善によるものであります。

　なお、売上高等の金額には消費税等は含まれておりません。

　この結果、現金及び現金同等物の当期末残高は、前期末と比較して19億３千５百万円余増加し、34億４千２

百万円余となりました。

次期の見通しにつきましては、施行中の関西国際空港２期工事並びに神戸空港工事が最盛期を過ぎたこと

から先行き厳しさが増してまいりますが、より一層のコスト削減に取り組み、受注高180億円（前期比3.0％減）、

売上高182億円（前期比23.5％減）、経常利益2億5千万円（前期比49.2％減）、当期純利益１億6千万円（前

期比3.1％減）を予定しております。
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  (1)   比  較  貸  借  対  照  表  

（ ） （ ）

（ ） （ ） ( )

13,201,843

期 別

（単位：千円）

14,871,024資 産 合 計

△ 51,610

貸 倒 引 当 金 △ 5,295 － 5,295

そ の 他 投 資 等 100,276 48,665

1,669,180

前 期 当 期

  ４．   財　務　諸　表　等　 

比 較 増 減

△ 184,827

投 資 不 動 産 999,058 544,393 △ 454,665

769,762

△ 500 3,257

固 定 資 産 5,046,538 3,636,574

科 目

繰 延 税 金 資 産 954,590

流 動 資 産 8,155,305

投 資 そ の 他 の 資 産 2,147,946

現 金 及 び 預 金 1,516,896

798

船 舶 2,472,301

△ 3,757

有 形 固 定 資 産

貸 倒 引 当 金

機 械 ・ 運 搬 具

370,788

3,139

14,080

35,196

49,852

（ 資 産 の 部 ） 13,201,843

受 取 手 形 595,295

未 収 入 金 559,428

完 成 工 事 未 収 入 金 3,569,829

2,011,477

561,394

97,222

10,494

47,824

1,598,757

99,315 235,936

2,015,890

113,772

42,315

16,770

520

1,623,890

30,946

246,760 246,760

21,927 5,156

△ 549,188

136,620

△ 278

△ 848,411

△ 11,369

－ 

△ 865,931

△ 5,872

△ 3,586

12,627

1,965

46,712

△ 1,409,963

1,640,688

1,682

1,669,180

1,935,448

839,214

3,079,144

平成16年3月31日現在 （△は減）

14,871,024

△ 1,398,866

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

工 具 器 具 ･ 備 品

平成15年3月31日現在

4,968,696

95,540

2,881,821

建 物 119,645

未 成 工 事 支 出 金

無 形 固 定 資 産

3,452,345

1,434,509

11,234,449

投 資 有 価 証 券

土 地

そ の 他 流 動 資 産

材 料 貯 蔵 品
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（ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ) （ ) （ )

（単位：千円）

比 較 増 減

1,669,180

△ 1,016

△ 1,695,260 252,527 1,947,788

96,000

資 産 合 計 13,201,843 14,871,024

期 別 前 期 当 期

その他有価証券評価差額金 △ 12,105 75,197

自 己 株 式 △ 4,553 △ 5,569

87,303

当期未処分利益又は当期未処理損失（△）

2,783,229 950,000 △ 1,833,229任 意 積 立 金

96,000 － 利 益 準 備 金

利 益 剰 余 金 1,183,969 1,298,527 114,558

資 本 準 備 金 2,724,500 2,724,500 － 

資 本 剰 余 金 2,724,500 2,724,500 － 

資 本 金 2,949,500 2,949,500 － 

（ 資 本 の 部 ） 6,841,309 7,042,154 200,844

船 舶 特 別 修 繕 引 当 金 73,121 47,181 △ 25,939

425,948 501,297 75,348

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 79,100 60,036 △ 19,063

退 職 給 付 引 当 金

△ 296,978

長 期 借 入 金 576,696 249,372 △ 327,324

固 定 負 債 1,154,866 857,887

△ 5,371設 備 等 支 払 手 形

そ の 他 流 動 負 債 20,476 109,148 88,671

－ △ 208,734未 払 消 費 税 等 208,734

19,306 36,015 16,709未 払 法 人 税 等

162,454 141,227 △ 21,227未 払 費 用

107,991 61,910 △ 46,081未 払 金

412,799 367,324 △ 45,474短 期 借 入 金

3,438,650 3,337,078 △ 101,572工 事 未 払 金

819,822 1,238,058 418,235支 払 手 形

5,205,667 6,970,981 1,765,314流 動 負 債

6,360,533 7,828,869 1,468,335（ 負 債 の 部 ）

科 目 平成15年3月31日現在 平成16年3月31日現在 （△は減）

1,670,160未 成 工 事 受 入 金 － 1,670,160

15,431 10,059
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  (2)   比  較  損  益  計  算  書  

（ ） （ ） ( )

（ ） （ ） ( )

（ ） （ ） ( )

（ ） （ ） ( )

（ ） （ ） ( )

（ ） （ ） ( )

（ ） （ ） ( )

そ の 他 特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益 又 は
税 引 前 当 期 純 損 失 （ △ ）

臨 時 償 却 額

特 別 損 失

1,027,867

2,109,521

販 売 費及び一般管理費

そ の 他 事 業 総 損 失

（単位：千円）

49,820 29,818法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当期純利益又は当期純損失（△）

前 期 損 益 修 正 損

1,950,807△ 1,638,214 312,592

258,153 55,406 △ 202,747

△ 823,499

△ 20,002

217,834 △ 1,891,686

－ 162,428 162,428

823,499

－ △ 1,027,867

－ 

141,990706,151 564,160

期 別
科 目

至
平成15年 4月  1日
平成16年 3月31日

販 売 用 不 動 産 評 価 損

（△は減）
)

自

95,638

前 期 当 期 比 較 増 減

52,573 － 52,573

100,970

△ 8,543,248

237,714

( ()
平成14年 4月  1日
平成15年 3月31日

自
至

売 上 高

32,085,511 23,779,977 △ 8,305,534完 成 工 事 高

32,323,225 23,779,977

－ △ 237,714そ の 他 事 業 売 上 高

31,213,325 22,711,097 △ 8,502,227売 上 原 価

30,923,037 22,711,097 △ 8,211,940完 成 工 事 原 価

290,287 － △ 290,287そ の 他 事 業 売 上 原 価

1,109,900 1,068,879 △ 41,020売 上 総 利 益

1,162,473 1,068,879 △ 93,593完 成 工 事 総 利 益

営 業 利 益

8,254 10,522 2,267営 業 外 収 益

504,719

受 取 利 息

7,826 10,176 2,350そ の 他 営 業 外 収 益

428 345 △ 83

22,707 △ 12,995支 払 利 息

36,335 23,296 △ 13,038

経 常 利 益

632 588 △ 43

21,219 21,219

11,369 6,696

△ 31,563前 期 繰 越 利 益 118,951 87,388

当 期 未 処 分 利 益 又 は
当 期 未 処 理 損 失 （ △ ）

△ 1,695,260 252,527 1,947,788

117,635 △ 8,542

△ 1,814,212 165,139 1,979,351

126,177

4,672そ の 他 特 別 利 益

403,748

特 別 利 益

投 資 不 動 産 売 却 益 － 

そ の 他 営 業 外 費 用

375,668

営 業 外 費 用

35,703

前 期 損 益 修 正 益 90,965 5,894 △ 85,071

38,483 △ 57,155

491,944 116,276
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  (3)   キャッシュ・フロー計算書  

営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

823,499 － 

（単位：千円）

期 別
( )

平 成 16 年 3 月 31 日至

前 期

(
自自 平 成 14 年 4 月 1 日

)
至

当 期

平成 15 年 4 月 1 日

Ⅴ
Ⅵ

平 成 15 年 3 月 31 日

退職給付引当金の増加・減少 (△ ）額
役員退職慰労引当金の増加・減少(△）額
船舶特別修繕引当金の増加・減少(△）額
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金

Ⅰ
税引前当期純利益又は当期純損失（△）

科 目

減 価 償 却 費
貸 倒 引 当 金 の 増 加 ・ 減 少 ( △ ） 額

固 定 資 産 除 却 損
支 払 利 息

投 資 有 価 証 券 評 価 損 ・ 益 ( △ ）

投 資 不 動 産 売 却 損 ・ 益 ( △ ）
売 上 債 権 の 減 少 ・ 増 加 ( △ ） 額
未成工事支出金の減少・増加 (△ ）額

販 売 用 不 動 産 評 価 損 ・ 益 ( △ ）

た な 卸 資 産 の 減 少 ・ 増 加 ( △ ） 額
仕 入 債 務 の 増 加 ・ 減 少 ( △ ） 額
未成工事受入金の増加・減少 (△ ）額
割 引 手 形 の 増 加 ・ 減 少 ( △ ） 額
そ の 他
小 計

法 人 税 等 の 支 払 額

Ⅱ
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額
定 期 預 金 払 い 戻 し
有 形 固 定 資 産 取 得 に よ る 支 出
有 形 固 定 資 産 売 却 に よ る 収 入

関係会社の残余財産分配による収入

そ の 他

Ⅳ

そ の 他

Ⅲ
短 期 借 入 金 増 加 ・ 減 少 ( △ ) 額
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出

投 資 不 動 産 売 却 に よ る 収 入

△ 1,638,214
786,017

△ 381,091

Ⅶ

現金及び現金同等物に係る換算差額
現金及び現金同等物の増加・減少(△)額
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高

利 息 の 支 払 額
配 当 金 の 支 払 額

35,703
98,621
96,817

168,959
10,480

△ 13,262
△ 1,887

－ 
2,197,789
△ 125,349
141,075

△ 1,547,764
10,314
35,700

△ 697,284
121

△ 619,885
△ 619,764

1,885
10,000

△ 1,217,436
545,150

1,160,603
△ 68,995

－ 

△ 2,424

431,207

△ 12,000

1,506,896

312,592
845,081
△ 8,552
75,348

△ 19,063
△ 25,939
△ 1,276
22,707

△ 424,411

55,308
－ 

△ 21,219

2,119,864

－ 
△ 612,967

△ 328,000
△ 31,334
△ 50,652

795,351
△ 1,640,688
△ 1,682
316,663

△ 13,108
1,892,772

1,658,646
△ 235,700
△ 221,698
1,905,880

－ 
20,507
486,875

1,276
－ 

△ 27,843

479,934
13,000

△ 1,016
△ 444,199

△ 8,000
△ 364,799

3,442,345

－ 
1,935,448
1,506,896

△ 19,802
△ 50,581

－8－



  (4)　 利  益  処  分  案   

50,581

Ⅳ 87,388 201,976次 期 繰 越 利 益

50,551

利 益 処 分 額

株 主 配 当 金

（１株につき６円）

計

50,581 50,551

Ⅲ

－ 別 途 積 立 金 取 崩 額

（単位：千円）

)

任 意 積 立 金 取 崩 額Ⅱ

1,833,229

137,969 252,527合 計

Ⅰ △ 1,695,260 252,527当期未処分利益又は当期未処理損失（△）

至 平 成 16 年 3 月 31 日
) (
自 平 成 15 年 4 月 1 日

科 目 (
自 平 成 14 年 4 月 1 日

期 別
前 期

至 平 成 15 年 3 月 31 日

当 期
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財務諸表作成の基本となる重要な事項

有価証券 有価証券
その他有価証券 その他有価証券
時価のあるもの 同　左

時価のないもの

たな卸資産 たな卸資産

材料貯蔵品 材料貯蔵品
同　左

有形固定資産 有形固定資産
船舶 船舶

その他 その他
同　左

無形固定資産 無形固定資産
営業権 営業権

同　左

ソフトウェア ソフトウェア
同　左

なお、耐用年数及び残存価額
については、法人税法に規定
する方法と同一の基準によって
おります。

なお、耐用年数及び残存価額
については法人税法に規定す
る方法と同一の基準によってお
ります。

定額法（５年均等償却）によって
おります。

（単位：千円）

決算期末日の市場価格等に基
づく時価法（評価差額は全部資
本直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定）に
よっております。

移動平均法による原価法によっ
ております。

販売用不動産及び未成工事支出
金

総平均法による原価法によって
おります。

２ 固定資産の減価償却の方法

定率法（ ただし、平成10年4月1
日以降の新規取得建物（建物
附属設備を除く）については定
額法）によっております。

特定の大型プロジェクト用に建
造した船舶については、当該プ
ロジェクトの見積総施工高を基
準とし、各期の施工実績に応じ
て償却する方法によっておりま
す。その他の船舶については、
定額法によっております。
なお、耐用年数及び残存価額
については、法人税法に規定
する方法と同一の基準によって
おります。

個別法による原価法によってお
ります。

個別法による原価法によってお
ります。

自社利用のソフトウェアについ
ては、社内における利用可能期
間（５年）に基づく定額法によっ
ております。

特定の大型プロジェクト用に建
造した船舶については、当該プ
ロジェクトの見積総施工高を基
準とし、各期の施工実績に応じ
て償却する方法によっておりま
す。

その他の船舶については、定額
法によっております。

未成工事支出金

なお、関西国際空港２期工事等
の大型プロジェクトが終盤を迎
え、各プロジェクトに係る見積総
施工高の見直しを行った結果、
一部の大型プロジェクト用船舶
について臨時償却を行い、「臨
時償却額」を特別損失に計上し
ております。

１

至 至

前 期

(
自

資産の評価基準及び評価方
法

(
自

)
項 目

)

当 期
平 成 14 年 4 月 1 日
平 成 15 年 3 月 31 日 平 成 16 年 3 月 31 日

平 成 15 年 4 月 1 日
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貸倒引当金 貸倒引当金
同　左

退職給付引当金 退職給付引当金
同　左

役員退職慰労引当金 役員退職慰労引当金
同　左

船舶特別修繕引当金 船舶特別修繕引当金
同　左

売上高の計上方法

同　左

同　左

工事進行基準によった完成工事高
は16,878,719千円、完成工事原価
は15,122,711千円であります。

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引については、通常の
賃貸借取引に係る方法に準じた会
計処理によっております。

キャッシュ・フロー計算書における資
金（現金及び現金同等物）は、手許
現金、随時引き出し可能な預金及
び容易に換金可能であり、かつ、価
値の変動について僅少なリスクしか
負わない取得日から３ヶ月以内に償
還期限の到来する短期投資から
なっております。

従業員の退職給付に備えるため、
当期末における、簡便法により計
算した退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき、当期末に
おいて発生していると認められる
額を計上しております。

６

リース取引の処理方法

キャッシュ・フロー計算書にお
ける資金の範囲

５

完成工事高の計上は、原則として工
事完成基準によっておりますが、長
期大型工事（工事期間が12ヶ月以
上にわたり、かつ請負契約額が５億
円以上）については工事進行基準
によっております。
工事進行基準によった完成工事高
は12,937,905千円、完成工事原価
は11,676,095千円であります。

項 目

売上債権、貸付金等の貸倒による
損失に備えるため、一般債権につ
いては貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等については個別に回収
可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しております。

３

４

役員の退任により支払う退任慰労
金の支払いに充てるため、「役員
退任慰労金規程」に基づく期末要
支払額を計上しております。

船舶の定期修繕に要する費用に
充てるため、最近の支出実績に基
づく定期修繕見積額を計上してお
ります。

完成工事高の計上は、原則として工
事完成基準によっておりますが、長
期大型工事（工事期間が12ヶ月以
上にわたり、かつ請負契約額が５億
円以上）については工事進行基準
によっております。

引当金の計上基準

前 期 当 期

(
自 平 成 14 年 4 月 1 日

) )
至 平 成 15 年 3 月 31 日 至 平 成 16 年 3 月 31 日

自 平 成 15 年 4 月 1 日
(

－11－



消費税等の会計処理 消費税等の会計処理

表示方法の変更

なお、財務諸表等規則の改正に
より、当期における貸借対照表の
資本の部については、改正後の
財務諸表等規則により作成してお
ります。

「自己株式及び法定準備金の取
崩等に関する会計基準」（企業会
計基準第１号）が平成14年４月１
日以降に適用されることになった
ことに伴い、当期から同会計基準
によっております。これによる当期
の損益に与える影響は軽微であり
ます。

)

自
平 成 15 年 3 月 31 日

平 成 15 年 4 月 1 日

)
至 平 成 15 年 3 月 31 日 至 平 成 16 年 3 月 31 日

(
自 平 成 15 年 4 月 1 日自 平 成 14 年 4 月 1 日

）（
至

平 成 14 年 4 月 1 日
） （

至
自

平 成 16 年 3 月 31 日

前 期

自己株式及び法定準備金の取崩等
に関する会計基準

－

７ その他財務諸表作成のため
の基本となる重要な事項

当 期

同左

「１株当たり当期純利益に関する
会計基準」（企業会計基準第２号）
及び「１株当たり当期純利益に関
する会計基準の適用指針」（企業
会計基準適用指針第４号）が平成
14年４月１日以後開始する事業年
度に係る財務諸表から適用される
ことになったことに伴い、当期から
同会計基準及び適用指針によっ
ております。

消費税及び地方消費税の会計処
理は、税抜方式を採用しておりま
す。

－１株当たり当期純利益に関する会計
基準等

項 目
前 期 当 期

(
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（貸借対照表関係）

（ ） （ ）

（損益計算書関係）

研究開発費の総額

前期損益修正損

（キャッシュ・フロー計算書関係）

配当制限

千円

受 取 手 形
船 舶

計

1,896,202

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対
照表に掲載されている科目の金額との関係

定 期 預 金

担保資産及び担保付債務

項 目

有形固定資産の減価償却累
計額

１

注記事項

前 期

預入期間が３ヶ月を超え
る定期預金

△ 10,000 千円

3,452,345 千円

（
自

（平成 16年 3月31日現在）
現金預金勘定

千円

1,262,593

現金及び現金同等物

２

） ）
平 成 15 年 4 月 1 日
平 成 16 年 3 月 31 日

千円

至 至
（

3,442,3451,506,896 千円 現金及び現金同等物

担保資産

計

1,516,896

△ 10,000

調 査 研 究 費

従 業 員 給 料 手 当
退職給付引当金繰入額

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対
照表に掲載されている科目の金額との関係

４

現金預金勘定
預入期間が３ヶ月を超え
る定期預金

1,013,865

（平成 15年 3月31日現在）

千円

千円

平 成 15 年 3 月 31 日
自 平 成 14 年 4 月 1 日

千円過年度工事損益修正損

前 期 当 期

－

３ 120,483 千円 56,418

242,507 千円
千円

千円

79,104 千円 27,113
90,936 千円 31,000

千円

210,287

千円

２

工事進行基準による完成工
事高

販売費及び一般管理費のうち
主要な費目及び金額

１ 16,878,719 千円

千円

至 平成 15 年 3 月 31 日 至 平成 16 年 3 月 31 日
）

12,937,905

項 目
前 期 当 期

（
自 平成 14 年 4 月 1日

） （
自 平成 15 年 4 月 1日

千円

396,799

千円

千円

千円973,496 576,696

75,197

979,650
235,700 千円
734,000 千円

－

－ 千円商法施行規則第124条第３号
に規定する時価を付したこと
により増加した純資産額

４

３ 受取手形割引高
受取手形裏書譲渡高

－

千円 249,372
327,324

長 期 借 入 金

千円

576,696

1,770,824 千円

千円
千円

1,158,593

千円

千円

104,000

4,257,514 千円

111,000
14,378 千円

短 期 借 入 金 千円

平成 16年 3月 31 日現在平成 15年 3月 31 日現在

担保付債務

4,502,020 千円

千円

当 期

千円
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（リース取引関係）

当社は、「ＥＤＩＮＥＴ」による開示を行うためリース取引関係の記載を省略しております。

（有価証券関係）

前期末（平成15年3月31日現在）

その他有価証券で時価のあるもの

（単位：千円）

（注） 株式について96,817千円の減損処理を行っております。

時価評価されていない主な有価証券

（単位：千円）

その他有価証券

当期末（平成16年3月31日現在）

その他有価証券で時価のあるもの

（単位：千円）

時価評価されていない主な有価証券

（単位：千円）

その他有価証券

（デリバティブ取引関係）

当社は、デリバティブ取引を行っていないので、該当事項はありません。

貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

２

内容 貸借対照表計上額

非上場株式（店頭売買株式を除く）

種 類 取 得 原 価 貸借対照表計上額

95,273   

内 容 貸借対照表計上額

非上場株式（店頭売買株式を除く） 10,900   

株式 129,762   

10,900   

差 額

種 類 取 得 原 価 貸借対照表計上額

１

２

△ 108,922   

差 額

225,036   

株式 197,338   88,415   

１
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（退職給付関係）

退職給付制度の概要 退職給付制度の概要

退職給付債務に関する事項 退職給付債務に関する事項

退職給付費用に関する事項 退職給付費用に関する事項

退 職 給 付 債 務

退職金規定に基づく社内積立の一時金制度の

ほか、陸員については青木建設厚生年金基金、船

員については適格退職年金制度に加入しておりま

す。
なお、当社が加入している青木建設厚生年金基

金は平成16年３月31日付で同基金の解散認可申

請を厚生労働省に提出し、平成16年４月27日付で

解散認可を受けました。これにより、約65百万円程

度の特別利益の計上が見込まれます。

平 成 15 年 4 月 1 日
（

至
）

自 平 成 14 年 4 月 1 日
（

勤 務 費 用 97,968

年 金 資 産 残 高

千円  △ 1,099,300 退 職 給 付 債 務

97,968退 職 給 付 費 用 計 千円  

千円  

△ 501,297

632,899

千円  

△ 1,134,196

）

千円  千円  退 職 給 付 引 当 金

自

平 成 16 年 3 月 31 日

△ 425,948退 職 給 付 引 当 金

勤 務 費 用 245,528 千円  

３． ３．

退 職 給 付 費 用 計 245,528 千円  

前 期 当 期

２． ２．

１． １．

退職金規定に基づく社内積立の一時金制度の

ほか、陸員については青木建設厚生年金基金、船

員については適格退職年金制度に加入しておりま

す。

至 平 成 15 年 3 月 31 日

千円  千円  673,352 年 金 資 産 残 高

－15－



（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％

％

繰 延 税 金 負 債

その他有価証券評価差額金 △ 54,565 千円  

販 売 用 不 動 産 評 価 損

繰 延 税 金 資 産 合 計

繰 延 税 金 資 産 小 計

地方税法等の一部を改正する法律（平成１５年法律

第９号）が平成１５年３月３１日に公布されたことに伴

い、当期の繰延税金資産の計算（ただし、平成１６年

４月１日以降解消が見込まれるものに限る）に使用し

た法定実効税率は、前期の42.1％から40.7％に変更

されました。

当 期

53,559 千円  

872,151 千円  

1,644,192 千円  

船舶特別修繕引当金限度超過額

退職給付引当金限度超過額

役員退職慰労引当金限度超過額

前 期

）
平 成 14 年 4 月 1 日

至

4,799

187,838

35,662

自

材 料 貯 蔵 品 評 価 損

1,784,992

繰 延 税 金 資 産 合 計評 価 性 引 当 金

427 千円  繰 延 税 金 資 産 小 計

千円  

△ 795,205 千円  

そ の 他

△ 54,565

ゴ ル フ 会 員 権 等 評 価 損

投 資 有 価 証 券 評 価 損

そ の 他380,679 千円  税 務 上 繰 越 欠 損 金

55,349 千円  

989,787

繰 延 税 金 負 債 計

989,787 千円  

（

その結果、繰延税金資産の金額が30,363千円減少

し、当期に計上された法人税等調整額が30,363千円

増加しております。

0.9

３． 法人税等の税率の変更による繰延税金資産の修正

額

1.6

船舶減価償却費限度超過額

賞与引当金（未払賞与）限度超過額

貸倒引当金繰入超過額

（　調　整　）

永久に損金に算入されない項目

法定実効税率 △ 42.1

繰 延 税 金 資 産 の 純 額

10.7税効果会計適用後の法人税等の負担率

２． ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

そ の 他

評 価 性 引 当 金
税率変更による繰延税金資産の減額修正 1.8

48.5

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

10.2

千円  △ 772,040 千円  評 価 性 引 当 金

繰 延 税 金 資 産 の 純 額 817,586

千円  

千円  

20,641 千円  

4,157 千円  投 資 有 価 証 券 評 価 損

材 料 貯 蔵 品 評 価 損

541,519 千円  

753,809 千円  2,924 千円  

341,413 千円  販 売 用 不 動 産 評 価 損

ゴ ル フ 会 員 権 等 評 価 損

千円  

7,843 千円  476,503 千円  

33,261 千円  船舶特別修繕引当金限度超過額

船舶減価償却費限度超過額

千円  

149,923 千円  24,428 千円  

1,596 千円  

役員退職慰労引当金繰入額

退職給付引当金限度超過額

１． １．

繰 延 税 金 資 産

賞与引当金（未払賞与）繰入額35,196 千円  千円  

繰 延 税 金 資 産

）
平 成 15 年 3 月 31 日 至 平 成 16 年 3 月 31 日

（
自 平 成 15 年 4 月 1 日

千円  

21,331 千円  税 務 上 繰 越 欠 損 金 281,498 千円  

14,815

法 定 実効税率 42.1

（　調　整　）

永久に損金に算入されない項目 3.8

税務上の繰越欠損金の利用 △ 16.7

評 価 性 引 当 金

税効果会計適用後の法人税等の負担率 47.2

9.0

住 民 税 均 等 割 等 2.6

そ の 他 △ 3.8

留 保 金 課 税

－16－



　 （関連当事者との取引に関する注記）

親会社及び法人主要株主等　

（注） 1. 取引金額は消費税等抜きの金額で、債権債務期末残高は、消費税等込みの金額で表示しております。

2. 取引条件ないし取引条件の決定方針等

(1) 受注契約条件、契約金額については、一般顧客と同様、適正利益を確保できる内容の見積を提出し、同

社と交渉のうえ決定しております。

(2) 建設工事等の発注価額の決定方法は、工事毎、工種毎に異なっておりますが、見積を徴取し同社と交渉

のうえ決定しております。

該当事項はありません。

前期

当期

）

（
自 平成 15年 4月 1日

）
至 平成 16年 3月31日

至

関 係 内 容
取 引 の 内 容 取引金額 科目

（
自 平成 14年 4月 1日

平成 15年 3月31日

属　性
会社等の
名　　　称

住　所 資 本 金 事業の内容
議決権等の
被所有割合

期末残高
役 員 の
兼 任 等

事 業 上
の 関 係

親会社
株式会社
青木建設

大阪市
北    区

百万円

40,900 

工　　 事

建 設 事 業 兼任 ２名

建設工事の
受 注 等 を
行っておりま
す。転籍 ２名

8,148 
未 払 金

53.19%

（間接含む）

営業取引

建設工事の
受　 注 　等

千円

未 払 金

建設工事の
発   注   等

112 

千円

2,000 

1,323,622 

完成工事
211,472 

未収入金

未収入金 1,336 
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期　　別

 項　　　目

（注） 前期まで区分掲記していた「その他事業」の「海運事業」につきましては、当期より重要性がないため「建設事業」

に含めて表示しております。

－ 

合 計 8,995,271 100    

－ 

3,770,557

136,380 1.5 

100    

－ － 136,380 1.5 

－ － － － 

3,770,557 100    8,858,891 98.5 次

期

繰

越

高

そ

の

他

事

業 計

不 動 産 事 業

海 運 事 業

建 設 事 業

23,779,977 100    32,323,225 100    

－ － 237,714 0.7 

－ － 138,074 0.4 

－ － 99,640 0.3

23,779,977 100    

売

上

高

そ

の

他

事

業

海 運 事 業

計

合 計

不 動 産 事 業

建 設 事 業

18,555,263 100    30,200,908 100    

362,094 1.2 － － 

－ 

274,454 0.9 － － 

0.3 － 

18,555,263 100    ％

金 額 構 成 比

受

注

高

そ

の

他

事

業

海 運 事 業

計

合 計

不 動 産 事 業

建 設 事 業

自
至

）（
自
至

平 成 15 年 4 月 1 日

平 成 16 年 3 月 31 日

前 期 当 期

  (5)　 受 注 高 ・ 売 上 高 ・ 次 期 繰 越 高 

（単位：千円）

29,838,814 98.8 

平 成 14 年 4 月 1 日
（

金 額 構 成 比

％

）
平 成 15 年 3 月 31 日

32,085,511 99.3 

87,640
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２.

（１）　

（注） 新任取締役候補者のうち、市木良次、上野康信の両氏は「商法第188条第2項第7号

の2」に定める社外取締役の要件を満たしております。

（２）　

（３）　

（４）　

（注） 新任監査役候補者のうち、松原和雄氏は「株式会社の監査等に関する商法の特例

に関する法律第18条第1項」に定める社外監査役の要件を満たしております。

（５）　

役員の異動については、平成16年５月21日公表の「代表者、その他役員の異動及び執行役員制導入に関

するお知らせ」を参照ください。

叶 勲

吉 田 豊

常 勤 監 査 役

非常勤監査役

松原和雄 （株式会社青木建設大阪本店事務部長）

退任予定監査役

非常勤監査役

昇格予定取締役

山﨑正一 （常務取締役　営業・技術担当）専 務 取 締 役

新任監査役候補者

並河一夫 （取締役営業部長）常 勤 監 査 役

並河一夫 （常勤監査役に就任予定）

取 締 役

取 締 役

（株式会社青木建設取締役大阪本店長）

退任予定取締役

取 締 役

原田國雄 （顧問に就任予定）

上 野康信

（工務部長）

市 木良次 （株式会社青木建設代表取締役社長）取 締 役

取 締 役 西村生久

その他役員の異動

新任取締役候補者

(6)   役     員     の     異     動  

 株 主 総 会 （ 6 月 29 日 ) 
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